
様式第4号(第3条関係)

	部分公開決定通知書

第　　　　　号　

年　　月　　日　

　（請求者名）　様

　　※法人の場合は法人の名称及び代表者名
大阪府知事　　　　　　　　印　

　

　平成○年○月○日付けであった行政文書の公開請求については、大阪府情報公開条例第13条第1項の規定により、次のとおりその一部を公開することと決定したので通知します。

	
	行政文書公開請求書　に記載された　　　　　行政文書の名称等
	※請求書に記載されたとおりに記入
	　

	
	一部を公開することと決定した行政文書の　名称
	※行政文書の名称を記入
	

	
	公開しないことと　決定した部分
	（例1） 法人代表者の印影
（例2） 個人の氏名、住所、電話番号、生年月日及び印影
	

	
	公開しない理由
	（例１）

大阪府情報公開条例第８条第1項第1号に該当する。
　本件行政文書（非公開部分）には、法人代表者の印影が記録されており、これを公にすることにより、当該法人の取引の安全を害するなど当該法人の競争上の地位その他正当な利益を害すると認められる。
（例２）

大阪府情報公開条例第９条第1号に該当する。

　本件行政文書（非公開部分）には、個人の氏名及び住所等が記録されており、これらは特定の個人が識別される個人のプライバシーに関する情報であって、一般に他人に知られたくないと望むことが正当であると認められる。
	

	
	公開の実施方法
	写しの交付
	

	
	公開の実施場所
	（例）府政情報センター（大阪府庁本館１階）
	

	
	公開を実施する日時
	別途調整します。
	

	
	費用見積額
	Ａ４版片面１枚１０円（単色刷り）×○枚＝○○円
	

	
	担当室・課(所)等
	○○部○○室○○課○○グループ
電話　○○－○○○○－○○○○
	

	
	備考
	
	

	受付番号第○○号


	(教示)　この決定に不服のあるときは、次のとおり異議申立てをし、又は取消しの訴えを提起することができます。

(1)　この通知書を受け取った日の翌日から起算して60日以内に、行政不服審査法第６条の規定により大阪府知事に異議申立てをすることができます（なお、通知書を受けとった日の翌日から起算して60日以内であっても、処分の日の翌日から起算して１年を経過すると異議申立てをできなくなります。）。

(2)　この通知書を受け取った日の翌日から起算して６箇月以内に、大阪府を被告として（訴訟において大阪府を代表する者は、大阪府知事となります。）、大阪地方裁判所にこの決定の取消しの訴えを提起することができます（なお、通知書を受け取った日の翌日から起算して６箇月以内であっても、決定の日の翌日から起算して１年を経過すると決定の取消しの訴えを提起することができなくなります。）。ただし、(1)の異議申立てをした場合には、決定の取消しの訴えは、その異議申立てに対する決定書を受け取った日の翌日から起算して６箇月以内に提起することができます。

注：1　行政文書の公開を受ける際には、この通知書を提示してください。

　　2　「公開しないことと決定した部分」について、その理由がなくなる期日をあらかじめ明示できる場合は、公開予定期日を備考欄に記入しています。その日以降に改めて請求してください。

　　3　記載された公開を実施する日時に支障がある場合は、あらかじめ担当室・課(所)等に連絡してください。


　　　　　　　　　　　　　　　　　　

※３－１








